
























































































































































国 際 機 関 原 則
公 的 国 際 機 関
私 的 国 際 機 関
機関投資家原則 機関投資家機関
機関投資家独自
国 内 機 関 原 則
公 的 国 内 機 関
私 的 国 内 機 関
法 令 規 則 等
企 業 独 自
（出所）小島大徳［2004］6頁を簡略化した。
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　コードは、国内機関原則の4つに細分化された項目の企業独自原則以外
で活用されている。まず、公的国内機関のコードとしては、政府の公表し
た『日本再興戦略』に加えて、機関投資家を相手にしたシュチュワードシッ
プ・コードなどが該当する。また、私的国内機関のコードとしては、民間
団体が策定している数多くの各種コードをいう。さらに、法令規則等のコー
ドとしては、東京証券取引所が策定したコードなどが該当する。そして、
企業独自のコードは、コードの性質上、企業はコードを遵守する役割にあ
るのだから、存在せず、今までどおりの企業独自原則を使用することにな
る。
　このようにみてくると、コードの性格が浮き彫りになる。つまりコーポ
レート・ガバナンス・コードは、世界標準原則を筆頭にした企業経営の方
針に対して、国内においてより強制力を持たせるために、経済政策と一体
化したコーポレート・ガバナンス政策という。
4　コーポレート・ガバナンス・コードの課題
　コードは、具体的行動指針を示したものであるが、それは、今までの企
小島大徳［2004］『世界のコーポレート・ガバナンス原則』文眞堂．
小島大徳［2007］『市民社会とコーポレート・ガバナンス』文眞堂．
小島大徳［2009］『企業経営原論』文眞堂．
小島大徳［2010］『株式会社の崩壊』創成社．
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業独自原則と内容や役割に変化はない。企業独自原則は、コードの役割を
果たさない。それは、企業独自原則にこそ企業に影響力をあたえる最大の
目的であり、そのために企業の行動指針を定めているのだから、企業がさ
らに行動指針を策定するのでは、企業経営に活かすというよりも規範とし
ての存在となる。つまり、モラルの確立を求めるものにモラルを語ること
になる。語るよりも即行動を求めているのにである。
　コードは原則の一連の上下関係に影響をあたえることはなく、逆に今ま
での特に国内機関等の原則カテゴリーにおいて原則をより強く企業に同化
させていく作業である。今までは、浸透というじわじわとある程度時間を
おいた展開を見据えていたが、そうではなく、市場は原則と同化を即座に
求めている意思表示であろう。
　同化と即時を性質とするコードは、ひととき原則の活動を活発にするこ
とが可能である。ただ、それが、持続的に続いていくのかといえば、疑問
が残る。コードの存在感は、原則に取り込まれなかったコーポレート・ガ
バナンス上で問題となっている事項の搭載にある。それは、例えば、情報
開示・透明性についての事項では内部告発の制度化、企業経営機構につい
ての事項では資金調達と株主総会の改革、利害関係者についての事項では
利害関係者の経営参加などである。これらの有効的なコーポレート・ガバ
ナンスを企業が独自にシステムを作り上げるための企業独自原則の策定が
必要となる。そして、企業経営自由の原則に基づいた、特徴ある企業経営
機構と存在感のある企業経営を同時に達成することが可能なのである。
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